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○ 金融商品取引法における排出権取引の取扱い

○ 業規制における位置付け

⇒ 金融商品取引業者が排出権（※）の現物取引やデリバティブ取引を行う場

合は、届出が必要。

（※）排出権は、金商法上の「有価証券」又は「金融商品」に該当しないため、排出権取引を行

うに当たって、金商業者としての登録は求められていない。

○ 取引所規制における位置付け

⇒ 金融商品取引所が排出権取引市場を開設する場合は、認可が必要。

○ 排出権の定義：地球温暖化対策の推進に関する法律に規定する「算定割当量」

（金融商品取引法第87条の２第１項）
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○ 金融審議会における検討

「金融審議会金融分科会第一部会報告― 投資サービス法（仮称）に向けて ―」（平成17年12月）
（抜粋）

投資サービス法の対象となる金融商品について、可能な限り幅広い金融商品を対象とすべきとしつつ、
① 金銭の出資、金銭等の償還の可能性を持ち、
② 資産や指標などに関連して、
③ より高いリターン（経済的効用）を期待してリスクをとるものといった基準の設定を試みつつ、投資商品の具体的な定義
については、投資者保護の観点から適当と考えられる商品について、集団投資スキーム、及びこれに類似する個別の投資ス
キーム、を含めて、可能な限り大きな括りで列挙するとともに、金融環境の実情や変化を踏まえてきめ細かい適用除外や商品
指定ができるようにすることが適当と考えられる。

「金融審議会金融分科会第一部会報告～我が国金融・資本市場の競争力強化に向けて～」（平成19年12月）
（抜粋）

諸外国においては、排出権等についても、取引所における取引が開始されている状況にある。排出権については、金融商品
に近い側面を持つと考えられるものの、現状、その法的な位置付けや価格評価方法等は必ずしも明確となっていない。一方で、
今後、我が国においても、排出権取引等、金融取引に類似した性質を持つ取引が活発化することが考えられる。このような取
引についても、例えば、公益又は投資者保護上、金融商品取引所グループにおいて取引の場を設けることに問題のない枠組み
であれば、関連業務として認めていくことが考えられる。更に、排出権の法的な位置付けや価格評価方法等の明確化が図られ
る等の状況が整った場合に、その取引の具体的な態様等も踏まえつつ、金融商品として取り扱うことについても、幅広く検討
を行っていく必要がある。
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（参考）地球温暖化問題に関する閣僚委員会等


